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この点について. Aghion and Howitt (1996 and 1998 ch.6. 7)の多数中間財のシュンベーター的
内生成長モデルでは，経済のアダプタピリテイの上昇要因として.中間財市場における競争化
(Product Market Competition. PMC)が導入された。

















































(embody) している。ヴインテージ Tのラインから派生したJtl間財の例数の， 1寺点 tにおける
値を S，.rとするご
各々の中間財は.熟練労働jのみによって生産され，t 1寺点における労働投入量を[，.rとする。
中間財の生産技術は収穫不変であるものとされるので，単位を適~Ií に取れば 1，. rは各々 の中!日j財
の生産量と一致する乙
以上から t時点における最終生産物の総生産最 Y，は，








って行われる o Rを研究者の雇用量とする。 f間々の研究者は Poissonarrival rate 1で新ライン
の発明に成功するものとすれば，各ヴインテージのラインの例数は Rとなる。
4.学習効果(2次的イノベーション，あるヴインテージの生産ラインにおける中間財の数の増加)
は.中間財の製造活動の副産物 (by-product)として発生し収穫逓減を示すものとする 110 学
習効果の Poissonarrival rateを(l， r ) -"とすれば (0くυく 1)，s時点において新たに増加する










































質賃金を w，とすれば企業の利iJ'tl1(，. rは， αAr(l，.r)α -w，l，.rと書ける。企業が利潤を最大化するよ
うに雇月j量 l，.，を決めるとすれば，雇)1]量は.
2 1 
l. _ = a 1-α l-u W• . -α A_l-U • (3) 
となる。利潤 πfτは次のようになるO
1 )学ずi効果についての収穫逓減の仮定については. Aghion and Howitt (1996) p.68を参!!討されたし、。














定~rf;・成長経路における't:_ ilf'[\生 A の 1~_}i'率を g とすると.ヴインテージ τ( 三三 t) のラインから派




また，実質賃令 wが生産性Aと[riJ率で l二封ーする定常成長経路においては，ヴィンテージ τ(豆 t)
のラインから派'1=.したrjIjl¥j l!iの，時点 fにおけるw.i!J f詑1，.rと時点 s(孟 t) における雇川量 Is.rと
の聞には， (:1)より次の関係があるコ










2・ 3 成長方程式 (GrowthEquation) 
本節では， Aghion and Howitt (1996 and 1998 ch.6， 7) に依拠しつつ.生産性Aの上昇率(経
済成長率)gを規定する成長方程式を提示するo Aghion and Howittでは，経済成長率は基本的に
リサーチ労働の雇JfJi式のみによって決まるものとされている 3)。それに対してここでは， 2 -1 
節の仮定 6に見るように，経済成長率が各ライン 1つあたりの学習効果のみに依存するものとし
よう c すなわち，新ライン党l引の arrivalrateが lであることに注意すれば， (2)よりヴィテージ T










































3 )例えば A日hionand Howitt (1996) p.55における符済成長不の定義，およひ‘JiiJ論文の p.61を参m¥きれたし」
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= I ~w，L. e-P(U-S)du 












時点 tに発見された 1つのラインからは，毎1寺 (1，.， ) I -"f同の'1"r，ijJ!オが派生するから，定常状態
においてヴインテージ τのラインのもたらす限界便益は(10)および'(6)より，次のようになる。














ただし 1= l，.， であるυ
リサーチと中閲覧よ製造の問で労働移動は日rlであるから. リサーチの限界費)jJは実質賃金叫と
なる。そこで(1)の右辺を叫で除することにより，次の関数Bを得るo
B= B(l， g;α)， B， >0， Bgく O
1-α[2-v 
B三 α，、
fαi  ( 1-υ-α1 
|ρ+了一-g1 P+ーで一一-gl






















































































































































=f芋21e古(fU411fτ)I (lr.r (V(/I.I)dτ 
よ∞ g(l-v)1 I 
(14) 








F(l ， R; α)= で「一一一_l~-U + R 
g】(三一 υ)
=R{l+計(l川















1 = B(l， g;α) (A) 
L = F(l， R;α) (L) 
ただし (G)は成長方程式.(A)は裁定式.(L)は労働市場の均衡式である。これらの 3つの式から，g. 






力性は 1/(l α) によって表される、したがって αのヒ昇は.各中!ll]財の代替性を高め， (4)か
ら分かるように中11財のレントを低下させるのである。







p~ >日 1-"(1ーα)2"-1(2υ)1-" (1-v)υ-2 (Al) 
をみたせば，p >g>Oの範1mにgの定常解が少なくとも lつ存住することが分かる(本文第 3uiJの 20式を参照されたい)。
定1it解のInj所安定性については，まず(G)をgについてとし ιたものを関数 Bに代入することにより，
1ーαl
B(l)ニ /?/，.B，(l) > 0 






ただし. 8".仇は，それぞれの市場における調整速度を示す。 (A2) はリサーチの限界使益が限界費用をうわまるとリサ




インテージの中間財製造の扉Jt-j増加lによる学刊効果の L昇 (lJ υの上昇)の大小によるつしたが
って，アダプタヴイリティの L昇による lのI円台1が十分に大きく，かっ係数 υが 1-分に小さく学
習効果の能率が高ければ， PMCが経済成長率の上昇をもたらすと言える。
そこでまず，1の変化について見ょう。 (A)から次を導くことができる。
l2 υ=72ー(ρ+ασ)~p + (α+1-υ)σ} 
iα 、，
(19) 
ただし， σ三 g/(l一 α) であるσ(19)の右辺第 2， 3 J夏は，ある時点に発明された生産ラインにお























6) 2.4節では1的. (11)をヴインテージ fの生産ラインについて定式化したが，定常状態においては，添え字 tを τにかえれ
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